
（５）施策を推進する視点 （案） 

 

１ 連携（パートナーシップ）の強化 

 「花きの振興に関する法律」第５条において、花き産業及び花きの文化の振興の効果

的な推進のため、生産、流通、販売、文化等花き関係者や国、地方公共団体、大学等の

研究機関等が相互に連携を図りながら協力することが欠かせないとして、連携の強化が

規定されました。 

 本市においても、市民、民間事業者、花き関係者、県、教育機関など多様な主体と連

携・協力できる関係性を構築し、パートナーシップを生かして花育を推進します。 

 

２ ＳＤＧｓの達成に向けた取組み 

２０１５年９月に国連サミットで採択された「ＳＤＧｓ（Sustainable Development 

Goals（持続可能な開発目標））の２０３０年までの達成に向け、国際社会全体で取組み

が進んでいます。 

本市の花育を通して、「目標３ すべての人に健康と福祉を」、「目標４ 質の高い教

育をみんなに」、「目標８ 働きがいも経済成長も」、「目標 11 住み続けられるまちづ

くりを」、「目標 12 つくる責任つかう責任」、「目標 13 気候変動に具体的な対策を」、

「目標 17 パートナーシップで目標を達成しよう」などの達成に貢献できるよう、取

組みを推進していきます。 

持続可能な開発目標（SDGｓ）の１７のゴールの詳細 
あらゆる場所のあらゆる貧
困を終わらせる 
 

飢餓を終わらせ、食料安全
保障及び栄養改善を実現
し、持続可能な農業を促進
する。 

あらゆる年齢のすべての
人々の健康的な生活を確
保し、福祉を促進する。 

すべての人に包摂的かつ
公正な質の高い教育を確
保し、生涯学習の機会を
促進する 

ジェンダー平等を達成し、
全ての女性及び女性の能
力強化を行う 

すべての人々の水と衛生
の利用可能性と持続可能
な管理を確保する 

全ての人々の、安全かつ
信頼できる持続可能な近
代的エネルギーへのアク
セスを確保する 

包摂的かつ持続可能な経
済成長及び全ての人々の
完全かつ生産的な雇用と
働きがいのある人間らし
い雇用(ディーセント・ワー
ク)を促進する 

強靭(レジリエント)なインフ
ラ構築、包摂的かつ持続
可能な産業化の促進及び
イノベーションの推進を図
る 

各国内及び各国間の不平
等を是正する 

包摂的で安全かつ強靭(レ
ジリエント)で持続可能な都
市及び人間関係を実現す
る 

持続可能な生産消費形態
を確保する 

気候変動及びその影響を
軽減するための緊急対策
を講じる 

持続可能な開発のために
海岸・海洋資源を保全し、
持続可能な形で利用する 

陸域生態系の保護、回
復、持続可能な利用の推
進、持続可能な森林の経
営、砂漠化への対処、並
びに土地の劣化の阻止・
回復及び生物多様性の損
失を阻止する 

持続可能な開発のための
平和で包摂的な社会を促
進し、全ての人々に司法
へのアクセスを提供し、あ
らゆるレベルにおいて効果
的で説明責任のある包摂
的な制度を構築する 

持続可能な開発のための
実施手段を強化し、グロー
バル・パートナーシップを
活性化する 

  

 

持続可能な開発目標
(SDGs) 

 

資料２－４ 



３ 花の産地「新潟市」の認知度向上による誇りと愛着の形成 

 本市の年齢階級別の人口移動の状況（図１）では、２０１６年より社会減が継続して

います。特に大学などを卒業し、就職する年齢層の２０～２４歳の転出超過が最も多く、

その傾向は年々拡大しています。若者の東京圏への流出を抑え、人口減少を和らげるこ

とは本市の課題となっています。 

 この課題に対して、子どもの頃から地域の誇る産業を知り、愛着や誇りを持つことが

若者の流出を防ぐ一助になると考え、本市では子どもへの花育を通して、強みである花

の産地新潟市の魅力を知ってもらい、ふるさとへの愛着や誇りの形成につながるよう、

認知度の向上に取り組みます。 

 

 

 ４ デジタル技術・データの活用 

 新型コロナウイルス感染拡大により、地域活動の縮小などの変化と同時に、イベント

や会合などのオンライン開催が増加したほか、オンライン授業を進めるため、教育分野

におけるＩＣＴ環境の整備が進みました。 

本市では市立小学校、中学校、中等教育学校、特別支援学校、高等学校において１人

１台情報端末が整備され、ＧＩＧＡスクール構想により子どもの「これからの社会をた

くましく生き抜く力の育成」に向けた取組みが進んでいます。 

 このような社会の変化を踏まえ、ＳＮＳ等による効果的な情報発信をはじめ、デジタ

ル技術を活用した花育の取組みを推進していきます。 

図１ 



 また、花きの有する「ストレスの軽減」や「社会性の向上」、「認知機能の改善効果」

などの効用に関する科学的データを活用した知識の普及を推進することにより、高齢者

や児童、社会福祉施設などでの花きを活用した取組みや、職場や家庭などの日常生活に

おいて花のある暮らしを楽しむ市民が増えることを目指します。 


